
第５章 系列相関

１ 系列相関とは何か

yt＝a＋b１x１t＋b２x２t＋…＋bkxkt＋et ５．１）

のモデルを再び考えよう。このとき系列相関は無

いという仮定

A．３ E（etes）＝Cov（et,es）＝０ for t≠s

が満たされていない場合の問題を考えてみよう。

すなわち

A．３′E（etes）≠０ for t≠s ５．２）

という状況である。このようにある時点�t と他の

ある時点�s の誤差項が相関を持つとき、系列相関

（serial correlation, autocorrelation）があるとい

う。そのようなモデルを系列相関のあるモデル

（autocorrelated model）ということがある。

５．２）式のように系列相関はある時点の行為が

他の時点の行為に影響することを意味している。

それはどのような場合に起きるのであろうか。

企業が設備投資を行うとしたとする。経済理論

では企業は各期（たとえば観察される四半期、あ

るいは年）毎に利潤を最大化するように設備投資

や人員の調整を行うことが想定されている。しか

し実際には資金調達のために投資はずれ込むこと

もある。あるいは最適な生産計画が固定資本の投

入を増やし労働投入を減少させることであっても、

解雇は容易には進めることはできない。このよう

なケースはしばしば観察されるであろう。そのよ

うなときは、前の期（直近、あるいは数期前の期）

の企業の行動が当期に影響しているであろう１）。

また政策のショックは当期だけではなく、時間

のずれを持って影響することがある。たとえば通

貨需要関数には金利が影響すると考えられるが、

金利が変動しても家計や企業の通貨需要は調整コ

ストのために、その影響は当期では吸収しきれず

に、継続することがある２）。

もう一つの例は季節調整済みのデータを用いる

場合である３）。たとえば次のような簡単な消費関

数を考えよう。データは四半期データとする。

Ct＝a＋bYt＋et ５．３）

Ct、Ytは各期の実質消費と実質所得とする。et
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１） この例のもう一つの解釈は、５．１）式で重要な説明変数が欠けているということである。すなわち、その欠けた変数の効果が今
期だけではなく、来期にも影響しているようなケースである。

２） この例のように系列相関はもっぱら時系列データで問題となる。クロスセクションデータでは通常この問題は取り上げられな
い。というのは時系列データではデータの並べ方に意味がある。具体的には９０、９１、９２、…、９９年というように時間の順序で
並べられる。これを９０、９３、９１、８９というような並べ方はしない。他方でクロスセクションデータでは、通常並べ方に本質的
な意味はない。たとえば都道府県データを北から南へ並べようが、「あいうえお」順で並べようが意味は変わらないはずである。
そうするとtとsの順番も並べ方によって異なることになる。ただしクロスセクションデータの特殊な例外として空間的相関
（spatial correlation）と言われるものがあるが、ここでは取り上げない。

３） 季節調整はかなり複雑な処理を原データに行うので、そのために原データと季節調整済みデータの統計的性質はかなり異なる
ものになることに留意した方がよい。
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は誤差項で古典的仮定を充たすものとする。季節

調整済みデータを何らかのウエイト（wt）を利用

し次のように作成したとする。

Cts＝w１Ct＋w２Ct－１＋w３Ct－２＋w４Ct－３ ５．４）

Yts＝w１Yt＋w２Yt－１＋w３Yt－２＋w４Yt－３ ５．５）

ただし、w１＋w２＋w３＋w４＝１の制約を仮定す

る。５．３）式に５．４）、５．５）式を代入し整理すると

Cts＝（w１＋w２＋w３＋w４）a

＋b（w１Yt＋w２Yt－１＋w３Yt－２＋w４Yt－３）

＋（w１et＋w２et－１＋w３et－２＋w４et－３）

＝a＋bYts＋ut ５．６）

ut＝w１et＋w２et－１＋w３et－２＋w４et－３ ５．７）

このとき

E（utut－１）≠０，E（utut－２）≠０，

E（utut－３）≠０，E（utut－s）＝０，s＞３

となる。

（見せかけの系列相関））

分散不均一の場合と同様、系列相関についても

過小定式化の誤りや関数型の選択の誤りによる見

せかけの系列相関（spurious serial correlation）

の問題に注意する必要がある。

たとえば真のモデルが

yt＝a＋b１x１t＋b２x２t＋et ５．８）

であったとする。過小定式化の誤りで

yt＝a＋b１x１t＋ut ５．９）

を推計したとする。第４章でも説明したように

５．９）式の誤差項は以下のようになる。

ut＝b２x２t＋et

このときx２tが系列相関を持っていれば、etに系

列相関が無くともutは系列相関を持つことにな

る４）。

関数型を誤るとき（たとえば真のモデルが対数

関数であるのにレベルで推計したとき）も系列相

関を生じる場合がある。

２ 系列相関と推定量

モデルの定式化に誤りがないにもかかわらず、

真の系列相関があるとしよう。そのとき推定量が

どのような性質となるかを見てみよう。説明変数

に被説明変数のラグ（yt－１、これをラグ付き内生

変数、lagged value of the dependent variableと

いう）を含まない次のケースを考えてみる。

yt＝a＋bxt＋et

＾bのOLS推定量 b^の期待値をE（b）とする。E

（et）＝０であるから

＾E（ b）＝b＋Σ（xt－x）E（et）
Σ（xt－x）２

５．１０）

となり、不偏性と一致性は保たれている。

分散は

＾ ＾V（b）＝E（b－b）２＝
E（Σ（xt－x）et）２

（Σ（xt－x）２）２

＝
σ２

Σ（xt－x）２
＋
ΣΣ（xt－x）（xs－x）E（etes）

（Σ（xt－x）２）２

＾≠
σ２

Σ（xt－x）２
＝V０（ b） ５．１１）

＾となる。ここでV０（ b）は系列相関のない場合の b^

＾の真の分散である。V０（ b）を推定するためにV０

＾（b）にあるσ２に替えてOLSから得られる推定量s２

＾ ＾を利用したものを仮にVE０（ b）＝se（ b）２とする。

＾しかし５．１１）式から明らかなようにVE０（ b）は真

の分散の適切な推定量ではない。

従って系列相関が存在する場合（説明変数にラ

グ付き内生変数がない場合）には、分散不均一の

場合と同様にそれを用いたt検定やF検定なども

バイアスを持つことになる。また区間予測も行え

ないことになる。

系列相関だけではなく、分散不均一もある場合

のyt＝a＋bxt＋etの問題を考える（ここでもラグ

付き内生変数は含まれないものとする）。分散は、

４） 過小定式化の場合、推定量が不偏性と一致性を持たないことは第３章で説明したとおりである。
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＾ ＾V（b）＝E（b－b）２＝
E（Σ（xt－x）et）２

（Σ（xt－x）２）２

＝
Σ（xt－x）２E（et２）＋ΣΣ（xt－x）（xs－x）２E（etes）

（Σ（xt－x）２）２

５．１２）

となり、 b^はやはり有効推定量ではなくなる。

次にラグ付き内生変数を説明変数に含む場合を

考えてみよう。

yt＝a＋byt－１＋et ５．１３a）

＾E（ b）＝b＋E［Σ（yt－１－y－１）etΣ（yt－１－y－１）２］≠b ５．１３b）

－ ＾ここでy－１はyt－１の平均値とする。５．１３b）よりbは

bの不偏推定量ではないということがわかる５）。

またbはやはり有効推定量ではなくなる。

これから

＾plimb＝b＋plim（１／nΣ（yt－１－y－１）et） ５．１３c）
plim（１／nΣ（yt－１－y－１）２）

となる。推定量が一致性を持つかどうかは５．１３

b）式の右辺第２項の分子に依存する。このケ－

スは後述するが、一致性は持たないことが知られ

ている。したがってラグ付き内生変数を持つモデ

ルが系列相関を有するときは、OLSを用いること

はできない。

３ 系列相関のパターン６）

１） ARモデル

系列相関としてよく想定されるのは

et＝ρet－１＋ut ５．１４）

という１階の自己回帰モデル（first order autore-

gressive model, AR（１））である。なおここでut

は通常の仮定を充たすものとする。またetは分散

均一であるとする。

ρはetとet－１の相関を示す未知のパラメータで

ある（Cor（et, et－１）＝ρ）。収束のために－１＜ρ

＜１を想定する７）。ρ＞０であれば正の系列相関

（positive autocorrelation）を持ち、ρ＜０であ

れば負の系列相関（negative autocorrelation）を

持つという。

etの分散を考えると

V（et）＝V（ρet－１＋ut）

＝ρ２V（et－１）＋V（ut）＋２ρCov（et－１，ut）

となる。

仮定によりCov（et－１，ut＝０），V（ut）は一定である

から、それをσ２uとする。

V（et）＝σ２e＝ρ２σ２e＋σ２u

となるので、結局

σ２e＝
σ２u
１－ρ２

５．１５）

を得る。これから系列相関の程度が大きいほど推

定された分散は過小評価されることになる。

また５．１４）式はすべてのtに対して成り立つの

で

et－１＝ρet－２＋ut－１

となる。これを５．１４）式に代入すると

et＝ρ（ρet－２＋ut－１）＋ut＝ρ２et－２＋ut＋ρut－１

同様の代入計算を繰り返すと

et＝ρket－k＋ut＋ρut－１＋…＋ρk－１ut－k＋１

となる。その結果から

Cov（et, et－k）＝σ２eρk ５．１６）

Cov（et, et－k）＝
Cov（et ，et－k）
√V（et）V（et－k）

＝
σ２eρk

√σ２eσ２e
＝ρk

５．１７）

となるので、時間が経過するにつれ相関は弱くな

る（AR�１モデルであるから、ρは時間を通じて

５） ５．１３a）式においてetが系列相関を持たない場合でも、OLS推定量は不偏性を持たない。
６） 系列相関のパターンとしては、本章で取り上げるAR、MA、ARMA以外にARCH等がある。しかし、別の見方をするとARCH
は分散不均一性のパターンでもある。

７） ｜ρ｜＞１であれば、発散する。｜ρ｜＜１を定常性の条件（atationarity condition）ということがある。ρ＝１であればetは
単位根（unit root）を持つという。この定常性と単位根の問題については章を改めて詳述する。
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一定である）。

ここで次のような５．１３a）式の問題を考えよう。

便宜上a＝０と仮定する。

yt－１＝et－１＋bet－２＋b２et－３＋…＋bk－１et－k…

両辺にetを乗じ５．１７）式を用いると

plim（１／nΣ（yt－１－y－１）et）＝ρσ２e＋bρ２σ２e

＋…＋bk－１ρkσ２e…＝
ρσ２e
１－bρ

≠０

＾となるので、５．１３c）式は、plim（ b）≠bである。

従ってラグ付き内生変数を説明変数に持つモデル

が系列相関を有するときは、そのOLS推定量は一

致性を持たない場合がある。特に上記のケースの

ように説明変数と誤差項が相関する場合は、一致

性を失うことになる。

季節調整を行わない時系列の原データを用いる

とき、それが四半期データであれば前年同期（４

四半期前）、月次データであれば１２ヶ月前と相関

すると考えるのは不思議ではない（たとえばボー

ナス期の消費は前年のボーナス期の消費と関連す

るだろう）。すなわち以下のような例である。

et＝ρet－４＋ut ５．１８a）

et＝ρet－１２＋ut ５．１８b）

このように直近の期とは系列相関を持たないが、

離れた期と相関を持つことがある。原デ－タを利

用して分析するときは、この点に留意する必要が

ある。

V（ut）＝σ２uとし、５．１８a）式の場合

E（et）＝０

V（et）＝σ２u／（１－ρ２） for all t

Cov（et，et－s）＝σ２eρs／４／（１－ρ２）

（sが４の倍数の時）

＝０ （otherwise）

５．１８b）式の場合

E（et）＝０

V（et）＝σ２u／（１－ρ２） for all t

Cov（et，et－s）＝σ２eρs／１２／（１－ρ２）

（sが１２の倍数の時）

＝０ （otherwise）

となる。

更に系列相関はAR�１モデルのようにある特定

の期とだけに存在するのみならず、多期間にわた

り存在することがある、またその誤差項の相関の

程度も期によって異なることがある。すなわち

et＝ρ１et－１＋ρ２et－２＋…＋ρpet－p＋ut ５．１９）

という場合である。これをp次のARモデル（AR

（p）と表記する）という。

２）MAモデル

系列相関のもう一つのパターンは移動平均プロ

セス（MA, moving average process, moving av-

erage disturbance）といわれるものである。

５．１４）式に変えて

et＝ut＋θut－１ ５．２０）

を想定するものである。ここでもutは標準的仮定

を充たすものとする（V（ut）＝σ２u）。１階の系列

相関を想定するのでこれをMA�１という。このと

きetについて以下の性質を得ることができる。

E（et）＝０

V（et）＝σ２u（１＋θ２）

Cov（et，et－s）＝θσ２u s＝１ ５．２１）

＝０ s＞１

Cor（et，et－s）＝
θ

１＋θ２
s＝１

＝０ s＞１

この５．２１）式のうちの相関（Cor（et，et－１）を

ρとする）を書き換えると

ρ＝
θ

１＋θ２
５．２２）

である。MA�１の場合通常｜θ｜＜１．０と仮定す

る８）。そうすると５．２２）より｜ρ｜＜０．５となる。

このMA�１モデルを一般化すると

et＝ut＋θ １ut－１＋θ ２ut－２＋…＋θ qut－q ５．２３）
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となる。これをq次のMAモデル、MA（q）とい

う。MA�２であれば以下のようである。

et＝ut＋θ １ut－１＋θ ２ut－２

V（et）＝σ２u（１＋θ１２＋θ２２）

Cov（et，et－１）＝σ２u（θ１＋θ１θ２）

Cov（et，et－２）＝θ２σ２u

Cov（et，et－s）＝０ s＞２

ここでCor（et，et－i）＝ρiとする。

ρ１＝θ１
（１＋θ２）

（１＋θ１２＋θ２２）
５．２４）

ρ２＝
θ２

（１＋θ１２＋θ２２）

を得る。５．２３）式のケースでは５．２４）式の相関は、

代入計算を繰り返すことにより、θ０＝１とし、

以下のようになる９）。

ρk＝Σt＝０
q－kθtθt＋k

Σt＝０
q θt

２ k＝０，１，…，q ５．２５）

３）ARMAモデル

ARモデルとMAモデルを結合させた自己移動

平均モデル（autoregressive moving average,

ARMA）が利用されることもある。

５．１４）式と５．２０）式を併せた

et＝ρ et－１＋ut＋θut－１ ５．２６）

である（AR、MAの次数が各々１であるので、

ARMA（１，１）と表記する。p次とq次であれば

ARMA（p，q）と表記する）。ここでもutは標準

的仮定を充たすものとする。

データについてARMAでもAR部分で定常性、

MA部分で反転可能性が満たされていることが求

められる。データの定常性が満たされているとき、

ARMA（１，１）の期待値は次式で与えられる。

E（et）＝０

分散は以下のようである。

r０＝V（et）＝E（et）２＝E（ρet－１＋ut＋θut－１）２

＝ρ２V（et）＋２ρθE（et－１ut－１）＋σ２e＋θ２σ２e

このとき、E（et－１ut－１）＝σ２e、また仮定によりut

はut－１、et－１と相関を持たないので、結局

r０＝V（et）＝（１＋θ
２＋２ρθ
１－ρ２ ）σ２e

となる。共分散は以下の通りである。

r１＝Cov（et，et－１）＝（（１＋ρθ）（ρ＋θ）１－ρ２ ）
σ２e＝ρr０＋θσ２e

rk＝ρrk－１ k≧２

従って自己相関は次の通りである。

Cor（et，et－１）＝r１／r０＝
（１＋ρθ）（ρ＋θ）
１＋θ２＋２ρθ

５．２７）

Cor（et，et－k）＝ρk－１Cor（et，et－１） k≧２

４）自己相関、偏自己相関

観察されるサンプル（y１，…，yn）について自

己の標本共分散（cj）を標本分散（c０）で基準化

したもの（dj＝cj／c０）を標本自己相関（auto―cor-

relation）、あるいは標本コレログラム（correlo-

gram）という。c０とcjは下記のように定義する。

c０＝（１／n）Σ（yt－y）２

cj＝（１／n）Σ（yt－y）（yt－j－y）

系列相関が全くないという帰無仮説か正しければ

t＝dk／√（１／n）

は標準正規分布に従う。

サンプルの相関を計るもう一つの尺度は標本偏

自己相関（partial autocorrelation）である。et－１

＝ρet－２＋ut－１を考えると、et－２はet－１を通じてetに

８） MAモデルはある条件を充たせばARモデルとして表現することができる。これはMAモデルの反転可能性の条件（invertibility
condition）と呼ばれている。MA�１の場合｜θ｜＜１．０は反転可能性の条件となる。

９） q次までの相関を考えているので、
ρk＝０ k＞qである。
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影響することが分かる。そのルート以外にet－２が

直接にetに影響している可能性がある。一般的に

いってk期離れたラグが途中の期（K－１等）を通じ

た影響だけでなく、その固有の要因でetに影響す

ることがある。これを標本偏自己相関という。こ

れをφkkと書くと次のような公式で与えられる。

φkk＝dj k＝１

＝
dk－Σj＝１

k－１φk－１，jdk－j
１－Σj＝１

k－１φk－１，jdj
k＞１ ５．２８）

ただしφk,j＝φk－１，j－φkkφk－１，k,j、j＝１，２，…，

k－１。この検定はサンプルnが十分い多いもの

として

＾t＝φkk／√（１／n）で行う。 ５．２９）

これは系列相関が疑われる場合のAR、MA、

ARMAのいずれに該当するかを考察する上で便

利な役割を果たす。AR（p）の場合、偏自己相関

はラグpまではゼロではないが、ラグp＋１以降

はゼロになる。しかし自己相関はずっとゼロでは

なく時間が経つにつれ小さくなる。それに対して

MA（q）の場合自己相関はラグqまではゼロでは

ないが、ラグq＋１以降はゼロになる。ただし偏

自己相関はずっとゼロではないが、時間が経つに

つれ小さくなる。ARMAモデルの場合偏自己相

関と自己相関はゼロにならない。この性質は標本

自己相関と標本偏自己相関に反映されるはずであ

る。

標本自己相関が有意であり、かつ標本偏自己相

関が有意でなければARモデルを選択する（又は

多くの標本自己相関が有意であり、かつほとんど

の標本偏自己相関が有意でなければARモデルを

選択する）。逆に標本自己相関が非有意でかつ標

本偏自己相関が有意であればMAモデルを選択す

る。（又はほとんどの標本自己相関が非有意でか

つ多くの標本偏自己相関が有意であればMAモデ

ルを選択する）。

さらに多くの標本自己相関と多くの標本偏自己

相関が共に有意であれば、ARMAを選択する。

しかし場合によってAR、MA、ARMAモデルの

識別が非常に困難なケースがあることには留意し

ておく必要がある。

４ 系列相関の検定

最初にラグ付き内生変数を含まないAR（１）の系

列相関の検定について考えてみる（MAモデルに

ついても基本的に同様である）。

１）Durbin―Watsonテスト（DW test）

１階の系列相関の検定に最もよく使われるのは、

Durbin―Watsonテスト（DWテスト、その統計量

をd、DWと書くことが多い）である。

yt＝a＋bxt＋et et＝ρet－１＋ut ５．３０）

において、以下の仮説検定を考える。

H０：ρ＝０

H０：ρ≠０

＾５．３０）式の回帰モデルのOLS残差をetとし、Dur-

bin―Watsonテストの統計量は以下で与えられる。

d＝
＾ ＾Σt＝２

n（ et－ et－１）２

＾Σt＝１
n e２t

５．３１）

ここでdが４≧d≧０という条件を充たすことを

証明することができる。５．３１）式の分子を書き換

えると

＾ ＾ ＾ ＾ ＾^Σt＝２
n（ et－ et－１）２＝Σt＝２

n et２＋Σt＝２
n et－１２－２Σt＝２

n etet－１

である。相関係数のρは

ρ^＝
＾^Σ etet－１
＾Σ et２
であるから、nが十分大きいときは

d～＿２－ρ

と近似することができる。系列相関がないとき、

すなわち

＾ρ＝０であれば、ρ～＿０となるのでd≒２とな

る。

＾ ＾正（負）の系列相関であればρ＞０（ρ＜０）と

なる。したがって、正（負）の系列相関が存在す
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るときは０＜d＜２（２＜d＜４）となる（－１＜ρ

＜１の定常性の条件を充たす必要がある）。

ただし、t値やF値と異なり、DWテストの臨界

値は説明変数xtに依存する。そのために一般的な

分布表を作成することができない。そこでDur-

bin―Watsonは標本数とパラメータの数を利用し

た臨界値（dT）の上限（du）と下限（dl）を提示

している（dl＜dT＜du）。それを利用することで１

階の系列相関の有無を検定することができる。こ

れを用いると正の系列相関の検定（すなわちH０：

ρ＝０、H１：ρ＞０）は次のとおりである。

d＜dl H０：ρ＝０を棄却。

H１：ρ＞０を採択。

du＜d H０：ρ＝０を棄却できない。

dl＜d＜du 判断を下すことができない

（inconclusive）

負の系列相関について（すなわちH０：ρ＝０、

H１：ρ＜０）は次のとおりである。

d＞４－dl H０：ρ＝０を棄却。

H１：ρ＜０を採択。

d＜４－du H０：ρ＝０を棄却できない。

４－du＜d＜４－dl 判断を下すことができない

（inconclusive）

系列相関の符号についての事前情報がない場合

（すなわちH０：ρ＝０、H１：ρ≠０）検定は次

のとおりである。

d＜dl H０：ρ＝０を棄却。

H１：ρ≠０を採択。

dl＜d＜du 判断を下すことができない

（inconclusive）

du＜d＜４－du H０：ρ＝０を棄却できない。

４－du＜d＜４－dl 判断を下すことができない

（inconclusive）

d＞４－dl H０：ρ＝０を棄却。

H１：ρ≠０を採択。

このようにDW統計量には、系列相関の有無に

ついて判断を下すことができない領域が存在する。

またこの検定統計量が用いられるのは、ラグ付き

内生変数を含まないこと１０）、説明変数は非確率変

数であること、モデルに定数項を含むことという

制約がある。

これらの制約にも関わらず、DW統計量の実際

上有用な点はモデルを推計したとき

d≦R２

であれば、モデルの定式化に誤りがある（すなわ

ち過小定式化などにより見せかけの系列相関があ

る）というシグナルになることである１１）。

第１章から第４章で様々な推計結果を掲載した

が、それらの表にあるDurbin―Watson statが

Durbin―Watsonの統計量である。

２）Qテスト

系列相関の検定に使われるものにBox―Pierce

のQテストとLjung―Boxテストがある。これは高

１０） ラグ付き内生変数を含む場合、DurbinはDurbin’s h統計量を提示している。
yt＝a＋b１xt＋b２yt―１＋et
et＝ρt―１＋ut
のモデルにおいて

＾ ＾ ＾h＝（１－０．５d）√n／（１－nV（ b２）が標準正規分布に従うことを利用するものである。ここでnはサンプル数 b２はb２のOLS推定
＾ ＾ ＾量V（ b２）はb２の分散のOLS推定量、dはAR�１を仮定するときのダービンワトソン統計量である。

＾ ＾なお、１－nV（ b２）＞０の制約を充たしている必要がある。高次の系列相関があるときはDurbin’s alternativeという統計量も
提案されているが省略する。

１１） 四半期データを用いたときの、êt＝ρêt―４＋ûtの検定がWallisによって示されている。これはDurbin–Watsonの応用で、帰無仮
説H０：ρ＝０について

d＝
Σt＝５（ê－êt－４）２

Σt＝１êt２
の統計量を用いて検定する。

統計量の臨界値の上限と下限はKmenta［１９９７］に掲載されている。
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次の系列相関やARMAプロセスの検定に用いら

れる（ただしラグ付き内生変数はモデルに含まれ

ないもとする）。

その統計量Qは

Q＝nΣj＝１
p r２j ５．３２）

ただし rj＝
＾^Σt＝j＋１

n etet－j
＾Σt＝１

n et２

回帰モデルのOLS残差をetとする。

系列相関はないという帰無仮説の下で、Q統計

量は自由度pのχ２分布に従う。小標本の場合は

５．３２）式を以下のように修正して用いる。

Q′＝n（n＋２）Σj＝１
p r２j ／（n－j） ５．３３）

Q′はLjung―Boxテストと呼ばれている。５．３３）

式も系列相関はないという帰無仮説の下で自由度

pのχ２分布に従う。

なおQ統計量（又はQ′統計量）は次数の取り方

に依存するので、本来高次の系列相関があるにも

関わらず、それよりも低い次数で、検定した場合

結果を誤ることがあることに留意する必要がある。

逆に本来低次の系列相関があるにも関わらず、そ

れよりも高い次数で検定した場合でも同じように

結果を誤ることもある。

３）LM検定

ラグ付き内生変数をモデルに含む場合や、高次

の系列相関を含む場合やARMA等に関するより

一般的な検定方法が、Breusch―Godfreyのラグラ

ンジュ乗数テスト（LM）によって示されている。

yt＝a＋bxt＋et ５．３４a）

et＝ρ１et－１＋ρ２et－２＋…＋ρpet－p＋ut ５．３４b）

ただしutは標準的仮定を充たすものとする。この

ケ－スをを考えよう。系列相関がないという帰無

仮説は

H０：ρ１＝ρ２＝…ρp＝０

である。５．３４b）式にあるetが観測可能であれば

５．３４b）式をOLSで推定し、H０をF検定で検定す

れば良い。しかしetが観測可能ではないので推定

する必要がある。

そのために５．３４a）式をOLSで推計し、その残差et

を求める。その上で

＾ ＾ ＾ ＾et＝a′＋b′xt＋ρ１et－１＋ρ２et－２＋…＋ρpet－p＋vt

５．３５a）

＾ ＾vt＝ut＋ρ１（et－１－ et－１）＋ρ２（et－２－ et－２）＋…

＾＋ρp（et－p－ e－p） ５．３５b）

の補助回帰を行う。５．３５a）式の決定係数をR２、

サンプル数をnとする。帰無仮説の下でnが十分

大きいとき、nR２が自由度pのχ２分布に従う。

もう一つの検定はF検定を利用することである。

帰無仮説が正しいとvt＝utとなるので、５．３５a）

式の誤差項は標準的線形回帰モデルの仮定を充た

す。５．３５a）式から得られる残差平方和を制約の

ないモデルの残差平方和RSSuとする。

ρ１＝ρ２＝…ρp＝０の制約をつけたモデル

et＝a′＋b′xt＋ut ５．３６）

の残差平方和をRSSrとする。F統計量は

F＝
（RSSr－RSSu）／p
RSSu／（n－２－p）

５．３７）

である（これは除外変数テストの一例である）。

このとき除かれた残差は非確率説明変数ではない

ので、小標本ではF分布の正確な性質を知ること

ができない。しかし大標本のケ－スではF分布に

従う。

RSSu／（n－k－p）はutの分散推定量で、nが十

分大きいときRSSr／nで置き換えることができる。

F統計量として５．３７）式に代えて

F′＝
（RSSr－RSSu）／p

RSSr／n
５．３８）

を用いる。OLSの正規方程式より、xtはetを説明

することはないので、５．３６）式の総平方和はRSSr

となる。このとき

F′＝nR２／pが知られている。これを書き換えて

pF′＝nR２ ５．３９）
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となる。これを自由度pのχ２検定すればよい。

５ 系列相関がある場合の推定

系列相関がある場合の問題を見てみよう。系列

相関はあるが、ラグ付き内生変数や確率変数を含

まず、説明変数と誤差項に相関はないケースがま

ず考えられる。このとき前述の通りOLSの推定量

は一致性は持つが有効性は持たない。t検定やF

検定を行うことができない。したがってこのケー

スでは、一致性は持つので分散（標準誤差）の修

正が問題となる。

もう一つはARモデルやMAモデルなどの推定

方法である。

もう一つはラグ付き内生変数などを含むために

OLS推定量が一致性も持たない場合である。この

場合は操作変数法（Instrumental Variables

Method, IV）や二段階最小自乗法（Two―Stage

Least Squares, ２SLS）によることになる。IVや

２SLSについては章を改めて紹介する。

１）Newey―Westの一致性のある推定

誤差項に系列相関がある場合、あるいは分散不

均一が存在する場合、もしくは系列相関と分散不

均一が共に存在する場合、その分散の推定量を

Newey－Westは提案した。これは係数について

はOLSの推定量を用いるが、その推定量の真の分

散（たとえば５．１１）式や５．１２）式）を推定し、仮

説検定を行うものである。

ここでも

yt＝a＋bxt＋et

を考える。Newey－Westの修正は以下による。

＾ ＾^Q＝Σ et２（xt－x）（xt－x）＋Σq＝１
L wqΣt＝q＋１

n etet－q

×（（xt－x）（xt－q－x）＋（xt－q－x）（xt－x））

５．４０）

ここで、

wq＝１－q／（L＋１） R＝Σ（xt－x）（xt－x）。

＾ ＾５．１２）式の分散をVE（b）＝sewe（ b）２＝Q／R２と

して推定する。t検定は

b^－b
＾sewe（ b）
が標準正規分布に従うことを利用し

て行う。

なおL＝０であれば、第４章で見た分散不均一

に関するWhiteの一致性のある推定量と同一とな

る１２）１３）。Newey－Westの方法はWhiteの推定方法

のより一般的なものといえる。

２）ARモデルの推定

系列相関のある場合の推定方法について、最も

簡単なAR�１モデルについてみてみよう（高次の

系列相関のある場合もこの延長である）。

yt＝a＋bxt＋et ５．４１）

et＝ρet－１＋ut ５．４２）

となる。t≧２のケースについては５．４１）式に

５．４２）式を代入し整理すると

yt－ρyt－１＝（１－ρ）a＋b（xt－ρxt－１）＋ut

を得る。ここで

yt＊＝yt－ρyt－１、a＊＝（１－ρ）a、xt＊＝xt－ρxt－１

とおくと、

yt＊＝a＊＋bxt＊＋ut ５．４３）

となる。仮定によりutは互いに相関しないので、

ut～N（０，σ２
u）である。

５．４３）式による推計は一般化最小自乗法（gen-

eralized least squares, GLS）の一つの例であ

る１４）１５）。

１２） Newey―Westの一致性のある推定についてはDavidson and MacKinnon［１９９３］, Greene［１９９７］参照。
１３） EviewsはLを

L＝floor（４（n／１００）２／９）として自動的に選択する。
Qを計算するためにEViewsは先に定義したwqを利用するが、別の計算ソフトの場合wqの選択は違う形で行われている。
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ρが既知の場合はその値を用いてyt＊、xt＊を計

算できるが、ρが未知の場合はρとa、bを同時

に推定する。

もう一つ用いられるのは最尤法である。et、ut

が正規分布に従うとする。

LogL＝０．５Log（１－ρ２）－０．５nlog（２πσ２u）

－Σu２t／２σ２u ５．４４）

を最大化する。ここで

ut＝yt－ρyt－１－（１－ρ）a－b（xt－ρxt－１）t＞１

u１＝y１－a－bx１

となる。このときパラメ－タa、bとρは同時に

推定される。

四半期デ－タの場合５．４２）式の代わりに

et＝ρet－４＋ut

を使用することがある。最尤法で推定すると対数

尤度関数は

LogL＝０．５Log（１－ρ２）４－０．５nlog（２πσ２u）

－Σu２t／２σ２u ５．４５）

ここで

ut＝yt－ρyt－４－（１－ρ）a－b（xt－ρxt－４）t＞４

ut＝yt－a－bxt t＝１，２，３，４

となる。

３）MAモデル、ARMAモデルの推定

MAモデル、ARMAモデルの推定は必ずしも容

易ではない。MAモデルの対数尤度は次の通りで

ある１６）。

yt＝a＋bxt＋et

et＝ut＋θut－１

において

LogL＝－（n／２）Log（σ２）＋１／２Log｜w｜

－（１／２σ２）Σt＝１
n ut２ ５．４６）

ただしw２はσ２etの分散共分散行列である。このと

き

Log｜w｜＝Log［（１－θ２n＋２）／（１－θ２）］

であることが知られている。utを計算するために

u０＝０とし、

u１＝y１－a－bx１

u２＝y２－a－bx２－θu１

…

un＝yn－a－bxn－θun－１

となる。y＊t、x＊tとz＊tを次のように定義すると

y＊０＝０、y＊t＝yt－θy＊t－１ t＞０

x＊０＝０、x＊t＝xt－θx＊t－１ t＞０

z＊０＝０、z＊t＝１－θz＊t－１ t＞０

utはut＝y＊t－az＊t－bx＊tとなる。

実際の推定に当たっては、５．４６）式を推計する

ことは困難なので、５．４６）の第２項を無視して

LogL＝－（n／２）Log（σ２）－（１／２σ２）Σt＝１
n ut２

５．４７）

１４） t＝１のケースでは、５．４１）式の両辺に√１－ρ２を乗じると、
y１√１－ρ２＝a√１－ρ２＋bx１√１－ρ２＋e１√１－ρ２

を得る。ここで、
y１＊＝y１√１－ρ２ a＊＝a√１－ρ２

x１＊＝x１√１―ρ２ e１＊＝e１√１－ρ２

とおくと、
y１＊＝a＊＋bx１＊＋e１＊

となる。このとき
E［e１＊］＝E［e１］√１－ρ２＝０

V［e１＊］＝（１－ρ２）V［e１］＝（１－ρ２）
σ２e

（１－ρ２）
t≧２のケースのみを推計するのはCochrane―Orcutt法と言われる。

１５） ５．４３）式を次のように考える。
Yt＝（１－ρ）a＋b１xt－ρbxt―１＋ρyt―１＋ut＝a′＋b１′xt＋b２′xt―１＋b３′yt―１＋ut
このとき、b２′＋b１′b３′＝０の制約（common factor restriction）がかかっている。この非線形制約が成立しているかどうか
を、Wald検定で確かめることが望ましい。

１６） 詳しくは山本拓［１９８８］の第４章３、４節、Davidson and MacKinnon［１９９３］のCh１０―７を参照。
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を用いる。

なお５．４６）式はMA（q）とARMAモデルにも

適用される。

ARとMAの次数については、十分高い次数か

ら選択し順次非有意な次数を除いてゆけばよいと

いうのが一つの選び方である。ARMAの次数の

選択（又はARとMAの次数の選択）については

AICやSICの情報量基準を用いることも行われる

（AICとSICについて第３章を参照されたい）。

６ Eviewsによる推定

輸入関数を例として、系列相関の問題を考える

ことにしたい。季節調整を行っていない月次の輸

入数量指数（IMPNUMBERと表記する）を被説

明変数としよう。輸入に影響するものとして国内

生産を考える（具体的にはその代理変数として鉱

工業生産指数IIPを考える）。国内生産が高まれば

輸入需要は増加するので、その符号は正が期待さ

れる。為替レートとしては実効為替レートを取り

上げる（JILTUKOU）。円高になれば実効為替

レートは高くなり、輸入は増えると考えられるの

で、その符号は正が期待される。ただしJカーブ

効果が働いているようであれば負が期待される。

価格効果として輸入物価指数／国内卸売物価指数

（SOUTAI）を考える。相対価格が上昇すれば

輸入品の競争力が落ちるので、この符号は負が期

待される（推計期間は９３年１月から９８年３月まで

である）。

IMPNUMBERt＝a＋b１IIPt＋b２JILTUKOUt

＋b３SOUTAIt＋et

をOLSで推計するEviewsのプログラムは次の通

りである（方程式の名前をeq５＿１としている）。

equation eq５＿１．ls IMPNUMBER C IIP

JILTUKOU SOUTAI

結果は次のようであった。

図５．１ 残差のグラフ（系列相関）
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Sample : 1993:01 1998:03
Included observations : 63

Autocorrelation Partial Correlation AC PAC ProbQ―Stat

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

0.514
0.445
0.598
0.388
0.395
0.351
0.258
0.289
0.361
0.078
0.128
0.384
0.009
0.017
0.065
－0.095

0.514
0.246
0.432
－0.065
0.104
－0.113
－0.012
0.012
0.249
－0.379
0.069
0.308
－0.327
－0.131
－0.114
0.010

17.419
30.711
55.095
65.551
76.582
85.421
90.293
96.528
106.43
106.91
108.20
120.02
120.02
120.05
120.41
121.19

0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000

＾IMPNUMBERt＝１２０．１３
（１．３０）

＋０．８１IIPt
（４．００）

－０．５７JILTUKOUt
（－１．６４）

－２９．５１SOUTAIt
（－０．６３）

＋ et

５．４８）

AdjR２＝０．４０８（R２＝０．４３６） SER＝９．５７

DW＝０．９４１ 期間：９３年１月－９８年３月

なおカッコ内はt値である。

（時系列データを用いた分析ではDW統計量を

報告するのが通例である）

定数項以外の説明変数が３個、サンプルは６３個

である。このケースでdlは約１．４９、duは約１．６９で

ある（５％有意水準）。この例では非常に強い正

の系列相関がある。残差をプロットすると明らか

に正の系列相関がうかがわれる（図５．１参照）。

月次デ－タであるので、比較的長い１６次までの

ラグをとってQテストを行ってみよう。Qテスト

は

View／Residual Tests／Correlogram―Q―Statistics

を選択し、Lag Specificationのダイアログにラグ

の次数（この場合１６）を入れる。結果は表５．１に

示すとおりである。Q統計量は極めて高く、p値

は０．０００であり系列相関はないという帰無仮説は

強く棄却されている。なお、表に示されるAuto-

correlation（AC）Partial Correlation（PAC）の

点線は±２／√nで計算された２＊標準誤差におお

むね対応し、約５％の有意水準を示す。この点線

の範囲内でれば系列相関はないという帰無仮説は

棄却されない。

ACは９期までの各ラグと１２期とも有意に０と

は乖離している。PACは１～３期、９、１０、１２、

１３期で有意に０から乖離している。これからかな

り複雑な系列相関（例えばARMA）のパターン

がうかがわれる。

このような複雑なARMA構造は、経済データ

では希である。モデルの定式化に誤りがあり、見

せかけの系列相関の疑いがある。そこで説明変数

に在庫率（ZAIKORI）を加えた推計を試みた。

結果は次の通りである。

表５．１ Qテストとコレログラム
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Sample : 1993:01 1998:03
Included observations : 63

Autocorrelation Partial Correlation AC PAC ProbQ―Stat

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

0.475
0.347
0.526
0.433
0.411
0.300
0.263
0.344
0.331
0.041
0.135
0.401
－0.020
－0.061
0.007
－0.056

0.475
0.157
0.413
0.102
0.175
－0.136
－0.029
0.052
0.120
－0.352
0.065
0.316
－0.439
－0.092
－0.109
0.003

14.875
22.962
41.837
54.858
66.802
73.281
78.342
87.139
95.454
95.582
97.019
109.91
109.94
110.25
110.26
110.53

0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000
0.000

IMPNUMBERt＝２６．５４
（０．２６）

＋１．４９２IIPt
（３．９３）

＋０．４６ZAIKORIt
（２．１０）

＾－０．５５JILTUKOUt
（－１．６４）

－５４．３２SOUTAIt
（－１．１６）

＋et ５．４９）

AdjR２＝０．４４０（R２＝０．４７６） SER＝９．３０

DW＝１．０１５ 期間：９３年１月－９８年３月

Q統計量は表５．２に掲げるとおりである。在庫

率を説明変数に加えても、なお複雑な系列相関構

造となっている。

次にLM検定を行ってみる。LM検定は

View／Residual Tests／Serial Correlation LM Test

を選択し、やはりLag Specificationのダイアログ

にラグの次数を入れる。ラグの次数を１６と選んだ

結果は表５．３に示すとおりである。Obs＊R―

squaredがLM統 計 量 で あ る。４５．５７でp値 は

０．０００１１３であるから、系列相関はないという帰無

仮説はここでも棄却されている（なおF統計量も

報告されているが、ラグの係数が全て０であると

いう制約を検定するものであり、厳密な分布に従

うものではない。比較のために計算されているだ

けであるから、論文で報告する必要はない）。

さらに説明変数として円ドルレート（YEN-

DOLL）を加えてみる。実効為替レートを説明変

数に含むので、円ドルレートを更に加える必要は

無いとも考えられる。円高になればYENDOLLの

値が小さくなるので、係数の符号は負が期待され

る。しかし各国の企業が市場に応じて価格設定を

変えている（pricing to market）ならばドル建て

の輸入とドル以外の通貨による輸入で異なる効果

を持つことも考えられる１７）。

IMPNUMBERt＝a＋b１IIPt＋b２ZAIKORIt

＾＋b３JILTUKOUt＋b４YENDOLLt＋b５SOUTAIt＋et

を推計するコマンドは次の通りである。

equation eq５＿３．ls IMPNUMBER C IIP

表５．２ Qテストとコレログラム

１７） 厳密にはドルを除いた為替レートを考える必要があるが、ここでは便宜ドルを含む実効為替レートを取り上げる。
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ZAIKORI JILTUKOU YENDOLL SOUTAI

結果は次のようであった。

IMPNUMBERt＝９２．０５
（１．１６）

＋１．３８IIPt
（４．６２）

＋０．５８ZAIKORIt
（３．３６）

＾－０．８７JILTUKOUt
（－３．２５）

－０．９８YENDOLLt
（－６．１１）

＋１８．１１SOUTAIt
（０．４７）

＋ et

５．５０）

AdjR２＝０．６５６（R２＝０．６８４） SER＝７．２９ DW

＝１．６０４ LM＝３８．２２ 期 間：９３年１月－９８年

３月

（LMはラグの次数を１６と選んだLM検定の統計

量である。LM検定を行った場合はその統計量も

報告するのが通例である。特にDWテストが判断

不能領域にあるときは、この検定量を報告するこ

とが望ましい。）

このときDW統計量のdlは約１．４３，duは約１．７６７

である。１．４３＜DW＝１．６０４＜１．７６７

であるから、Durbin－Watson統計の判断不能領

表５．３ LMテスト１

Breusch―Godfrey Serial Correlation LM Test:

F―statistic

Obs＊R―squared

６．８６４４６５

４５．５７２７８

Probability

Probability

０．００００００

０．０００１１３

Test Equation:

Dependent Variable: RESID

Method: Least Squares

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

IIP

ZAIKORI

JILTUKOU

SOUTAI

RESID（－１）

RESID（－２）

RESID（－３）

RESID（－４）

RESID（－５）

RESID（－６）

RESID（－７）

RESID（－８）

RESID（－９）

RESID（－１０）

RESID（－１１）

RESID（－１２）

RESID（－１３）

RESID（－１４）

RESID（－１５）

RESID（－１６）

２５．３７３１３

－０．１５４２４０

－０．１８７１０３

０．０８０６１５

１．１１３４４９

０．４７９４８５

０．１０１７４７

０．２３２０９３

－０．０３７００５

０．１７２６４６

－０．１１６２９４

－０．０３０３７２

０．０８８９１３

０．１４９７６６

－０．２４４７６３

－０．０９９６６２

０．６６００５８

－０．４７７８０８

０．０２０９８８

－０．０１３２７３

０．０５７２３６

６８．５５２１１

０．３３５６０６

０．１９２３３８

０．２５７７１３

３３．５９７４２

０．１５１３１３

０．１７６１０４

０．１７４１１２

０．１６１８５３

０．１３２５７５

０．１３５４６２

０．１３６５６１

０．１３７８５５

０．１４１５０７

０．１３６９０３

０．１７１１９８

０．１４４７６４

０．１７７２８３

０．１８９４４０

０．１９１１０９

０．１７９２９８

０．３７０１２９

－０．４５９５８７

－０．９７２７８１

０．３１２８０９

０．０３３１４１

３．１６８８３３

０．５７７７６５

１．３３３００７

－０．２２８６３６

１．３０２２５４

－０．８５８４９６

－０．２２２４０９

０．６４４９７１

１．０５８３６５

－１．７８７８６０

－０．５８２１４７

４．５５９５６０

－２．６９５１６８

０．１１０７８７

－０．０６９４５０

０．３１９２２３

０．７１３１

０．６４８２

０．３３６２

０．７５６０

０．９７３７

０．００２９

０．５６６５

０．１８９７

０．８２０３

０．１９９９

０．３９５５

０．８２５１

０．５２２５

０．２９５９

０．０８１０

０．５６３６

０．００００

０．０１０１

０．９１２３

０．９４５０

０．７５１１

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．７２３３７７

０．５９１６５２

５．７４９７８０

１３８８．５１９

－１８６．８１８２

１．９８７９８７

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

－２．８７E－１４

８．９９７７９８

６．５９７４０２

７．３１１７８０

５．４９１５７２

０．０００００２
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Sample : 1993:01 1998:03
Included observations : 63

Autocorrelation Partial Correlation AC PAC ProbQ―Stat

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

0.163
0.000
0.227
0.161
0.176
－0.023
－0.016
0.117
0.026
－0.256
0.080
0.416
－0.174
－0.144
－0.097
－0.072

0.163
－0.028
0.238
0.090
0.166
－0.126
－0.035
0.030
－0.005
－0.283
0.193
0.427
－0.308
－0.124
－0.193
－0.119

1.7551
1.7551
5.2803
7.0759
9.2631
9.3025
9.3220
10.347
10.396
15.444
15.949
29.821
32.295
34.020
34.830
35.279

0.185
0.416
0.152
0.132
0.099
0.157
0.230
0.242
0.319
0.117
0.143
0.003
0.002
0.002
0.003
0.004

域となり、系列相関があるとも無いとも決定を下

せない。そこでQテストとLMテストを試みる。

結果は表５．４、５．５に掲げるとおりであるACか

ら１２次のAR項、PACから１２次のMA項で系列相

関があることがうかがわれる（Durbin―Watson

テストは１次の系列相関を検定するもので、この

ような高次の系列相関を検定するものではなかっ

たことを思い出してほしい）。

LM検定は３８．２２でありp値は０．００１４であるから

系列相関はないという帰無仮説は強く棄却されて

いる。

なおここでWald検定の例を示しておくことに

する。輸入に与える実効為替レートと円ドルレー

トの効果は正反対であるならば、実効為替レート

と円ドルレートの係数は同一であろう１８）。すなわ

ち

b３＝b４、あるいはb３－b４＝０

の制約が成立しているはずである。これを

Eviewsで行ってみよう。

View／Coefficient Tests／Wald―Coefficient Re-

表５．４ Qテストとコレログラム

表５．５ LMテスト２

Breusch―Godfrey Serial Correlation LM Test:

F―statistic

Obs＊R―squared

３．９５３５５３

３８．２２４６５

Probability

Probability

０．０００１９１

０．００１４０６

Test Equation:

Dependent Variable: RESID

Method: Least Squares

（一部OUTPIUTを省略）

１８） この二つの変数の定義より円高になると円ドルレートは小さくなるが、実効為替レートは円高では大きくなる。効果が同じと
いう意味は円高のような変化の効果が同じということなので、制約はb３＝－b４となる。
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strictions

を選択する。ダイアログに制約式

c（４）－c（５）＝０

を書き入れる（Eviewsは説明変数の順番をc（１）、

c（２）、c（３）…として認識する。この例ではJIL-

TUKOUは説明変数の４番目、YENDOLLは説明

変数の５番目である）。結果は図５．２に示すとお

りである。EviewsではF統計量とχ２統計量が示

される（この例では制約が１個であるから両者は

同一である）。統計量は０．１３５、p値は０．７１３であ

るから帰無仮説は棄却されない。

円ドルレートと実効為替の効果が同一ならば、

b３＝－b４、あるいはb３＋b４＝０の制約が成立して

いる。これはEviewsでは次のようにWald検定で

行うことがきる（表５．６）。

c（４）＋c（５）＝０

統計量は２９．９１、p値は０．０００であるから、b３＋b４

＝０の帰無仮説は強く棄却されている。

このことから我が国の輸入市場は、ドル建てに

ついてみると円安（ドル高、YENDOLLの値が大

きくなる）では速やかな輸入の減少をもたらして

いるが、実効為替レートでみると円高（バスケッ

トの通貨安、JILUKOUの値が大きくなる）も速

やかな輸入の減少をもたらし、その効果が異なる

ことが分かる。なお上記のWald検定を行うに際

し、系列相関がないという前提が暗黙の裡におか

れている。

５．４８）、５．４９）と５．５０）の各式の推定結果から

分かるように、重要な説明変数を落とすことに

よって強いかつ複雑な系列相関が生じる場合があ

る。ただしここでは５．５０）式で見られる系列相関

を真の系列相関として議論を進める１９）。

次に系列相関のあることがLM検定で確かめら

れたので、Newey―Westの一致性のある推定の例

図５．２ WALDテスト

１９） ５．５０）式によると円高の効果は今期だけに生じると仮定する。この効果が完全に生じるまで時間がかかるのであれば５．５０）式
の特定化が間違っている。この問題について章を改めて詳述する。
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をみてみる。そのプログラムは次の通りである。

equation eq５＿４．ls（n）IMPNUMBER C IIP

ZAIKORI JILTUKOU YENDOLL SOUTAI

（n）がNewey―Westの一致性のある推定を行う

ためのオプションである。

結果は表５．７に掲げるとおりである。分散とt

統計値の修正を行うだけであるから、パラメータ

の値や決定係数などの統計量は５．４９）式と変わる

ところはない。

ここまでは季節調整を行っていない原輸入数量

指数を使って分析してきた。そこでは１２ヶ月前と

強い相関を持つことが疑われる（１２次のAR項、

１２次のMA項はその可能性を示唆している）。季

節変動を考慮する方法はいくつかがあるがここで

１２ヶ月前のデータとの階差をとり、両者の動きを

比べてみよう。階差の取り方はEviewsでは２通

りある。

series IMPN１２＝IMPNUMBER－IMPNUMBER（－１２）

D（IMPNUMBER，０，１２）

前者はラグをとり、△１２yt＝yt－yt－１２を計算する

ものである（ここではIMPN１２と名付けて保存し

ている）。

表５．６ Waldテスト

Wald Test:

Equationt: EQ５＿３

Null Hypothesis: C（４）＋C（５）＝０

F―statistic

Chi―square

２９．９０８６３

２９．９０８６３

Probability

Probability

０．０００００１

０．００００００

表５．７ Newey―Westの一致性のある推計

Dependent Variable: IMPNUMBER

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９９３:０１１９９８:０３

Included observations:６３after adjusting endpoints

Newey―West HAC Standard Errors & Covariance（lag truncation＝３）

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

IIP

ZAIKORI

JILTUKOU

YENDOLL

SOUTAI

９２．０４６２３

１．３７５８４９

０．５７６９７５

－０．８７３０８９

－０．９７７４６９

１８．１０６７９

１０４．０２３２

０．３４５９２９

０．１７５５３６

０．３４７３４０

０．１９９６０９

４１．０７１５３

０．８８４８６３

３．９７７２５４

３．２８６９３２

－２．５１３６４４

－４．８９６９１１

０．４４０８６０

０．３７９９

０．０００２

０．００１７

０．０１４８

０．００００

０．６６１０

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．６８３６９１

０．６５５９４５

７．２９２２９７

３０３１．１２３

－２１１．４１０１

１．６０４１２２

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

９６．２８７３０

１２．４３２２６

６．９０１９０７

７．１０６０１５

２４．６４０７０

０．００００００

２０） ラグオペレータ（L）は次のように定義する。Lyt＝yt－１とLSyt＝yt－s。これを用いると以下のように表される。nを階差、sを季
節変動（seasonal difference）とし、（１－L）nyと（１－L）n（１－Ls）yを計算するコマンドはそれぞれD（y，n，O）とD（y，
n，s）となる。
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IMPNUMBER D（IMPNUMBER,0,12）�

後者はDで階差をとることを指示し（階差をと

る変数、季節階差、階差の数）を指示するもので

ある２０）。IMPNUMBERとD（IMPNUMBER，０，１２）

をグラフ化したのが図５．３である。図から原デ－

タであるIMPNUMBERには周期的な変動がある

ことがうかがえる。

そこで１２期の階差をとったモデルを次に分析し

よう。

△１２IMPNUMBERt＝a＋b１△１２IIPt＋b２△１２ZAIK-

ORIt＋b３△１２JILTUKOUt＋b４△１２YENDOLLt＋

b５△１２SOUTAIt＋et

を推計するコマンドは以下の通りである。

equation eq５＿５．ls D（IMPNUMBER，０，１２）

C D（IIP，０，１２）D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）

結果は表５．８に掲げるとおりである（なお階差を

とっているので変化幅を分析するモデルとなって

おり、水準を説明する５．５０）式とはもはや異なる

経済モデルであることに留意する必要がある。被

説明変数が違うので、R２等でモデルの当てはまり

具合を比較するのは不適切である）。

DWは１．７１７であるから、系列相関の有無につ

いては判断は下せない。QテストとLM検定を行

おう。階差をとっているので１２次までのラグを見

る。

Qテスト（表５．８）では系列相関はないという

帰無仮説は棄却されない。またLM検定統計量

（表５．９）は２０．１９８であり、p値は０．０６３である

から、帰無仮説は５％水準で棄却されない。

なお、このモデルをAR�１、あるいはMA�１で

推計するには

equation eq５＿６．ls D（IMPNUMBER，０，１２）

C D（IIP，０，１２）D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）AR（１）

図５．３ 原データと階差をとったデータの動き
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Sample : 1993:01 1998:03
Included observations : 63

Date : 05/12/99　Time : 14:50

Autocorrelation Partial Correlation AC PAC ProbQ―Stat

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

0.136
　－0.003
0.212
－0.047
0.012
0.100
－0.195
0.088
0.250
－0.030
0.181
－0.080

0.136
－0.022
0.219
－0.115
0.052
0.040
－0.196
0.162
0.184
－0.010
0.156
－0.262

1.2140
1.2146
4.2816
4.4348
4.4443
5.1637
7.9318
8.5070
13.240
13.308
15.899
16.410

0.271
0.545
0.233
0.350
0.487
0.523
0.339
0.386
0.152
0.207
0.145
0.173

表５．８a Qテストとコレログラム

表５．８b 階差をとったモデルの推計

Dependent Variable: D（IMPNUMBER，０，１２）

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９９３:０１１９９８:０３

Included observations:６３after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

D（IIP，０，１２）

D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）

D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）

４．３４４５１２

１．２７１７００

０．０３３５５０

－０．５４７４８３

－０．４２４７４４

－５５．３１２９７

０．５６１６５４

０．２１９１７６

０．１０９４１４

０．１１２８２７

０．０８５２７３

１８．１０９４２

７．７３５２１３

５．８０２１８７

０．３０６６２９

－４．８５２４１７

－４．９８０９７８

－３．０５４３７６

０．００００

０．００００

０．７６０２

０．００００

０．００００

０．００３４

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin－Watson stat

０．６４３５３１

０．６１２２６２

３．７７７８５７

８１３．５１５６

－１６９．９７７４

１．７１７３７５

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．１７７７７８

６．０６７０３０

５．５８６５８４

５．７９０６９２

２０．５８０３３

０．００００００
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equation eq５＿７．ls D（IMPNUMBER，０，１２）C

D（IIP，０，１２）D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）MA（１）

としてやればよい。このように分析者が考える次

数を加えてやればよい（AR�３を考えるのであれ

ば、AR�１、AR�２、AR�３と定式化する。MA�２

を考えるのであればMA�１、MA�２とする（なお

計量の教科書ではAR（p）、MA（q）というときAR

�１からAR（p）、MA（１）からMA（q）の全てのラ

グを含むが、Eviewsのプログラムの表記はこれ

とは若干異なることに留意されたい）。

参考までにAR�１の結果を掲げておく（表５．１０）。

下欄にARが定常性を満たしているかどうかが、

INVERTED AR Roots（反転可能であったかど

うか）の形で示されている。この場合０．２２＜１で

あるから定常性を満たしている。（反転不能であ

ればEstimated AR process is noninvertibleと表

示される）。AR�１の係数は統計的に有意ではない。

最後にARMAモデルの例を掲げておく。５．５０）

式の結果では１２次のAR項、１２次のMA項が示唆

されていた。この推計プログラムは次の通りであ

表５．９ LMテスト３

Breusch―Godfrey Serial Correlation LM Test:

F―statistic

Obs＊R―squared

１．７６９５８６

２０．１９７８８

Probability

Probability

０．０８３３５６

０．０６３４３４

Test Equation:

Dependent Variable: RESID

Method: Least Squares

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

D（IIP，０，１２）

D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）

D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）

RESID（－１）

RESID（－２）

RESID（－３）

RESID（－４）

RESID（－５）

RESID（－６）

RESID（－７）

RESID（－８）

RESID（－９）

RESID（－１０）

RESID（－１１）

RESID（－１２）

０．５６２８９２

－０．０５９２３９

－０．０３７４０６

０．１４８２６４

０．１７９２００

－８．３８６２１１

０．２３９４８４

０．０２５０９０

０．２５０８９４

０．０７０７１８

０．０７３１５９

０．２２１０７９

－０．１７９３５４

０．１８３９３０

０．４０９２３７

０．０３６９３２

０．１８５１６１

－０．３７０８４５

０．７２７６７５

０．２６１０１６

０．１３０６５４

０．１８１２３１

０．１６６６６７

１８．４４０７２

０．１５０５０４

０．１６１０３０

０．１４９０２７

０．１６９１７８

０．１６７０１３

０．１８２７５３

０．１６７１０７

０．１６８００９

０．１７８８２７

０．１８１６８２

０．２０２８１１

０．２１８８４６

０．７７３５４９

－０．２２６９５５

－０．２８６３０１

０．８１８０９６

１．０７５１９６

－０．４５４７６６

１．５９１２１７

０．１５５８１０

１．６８３５４５

０．４１８００９

０．４３８０４４

１．２０９７１７

－１．０７３２８８

１．０９４７６０

２．２８８４５４

０．２０３２７７

０．９１２９７３

－１．６９４５４６

０．４４３２

０．８２１５

０．７７６０

０．４１７６

０．２８８０

０．６５１５

０．１１８６

０．８７６９

０．０９９２

０．６７７９

０．６６３４

０．２３２７

０．２８８９

０．２７９４

０．０２６９

０．８３９８

０．３６６１

０．０９７１

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．３２０６０１

０．０６３９４０

３．５０４６０５

５５２．７０１５

－１５７．８０１２

２．０８５８６９

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

１．８２E－１５

３．６２２３２２

５．５８０９８９

６．１９３３１３

１．２４９１２０

０．２６８５１３
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る。

equation eq５＿８．ls IMPNUMBER C IIP

ZAIKORI JILTUKOU YENDOLL SOUTAI

AR�１２ MA�１２

ここではAR�１＝AR�２＝…＝AR�１１＝０とMA

�１＝MA�２＝…＝MA�１１＝０が仮定されている。

すなわち１２次の項のみが分析対象となっている。

結果を見ると（表５．１１）MAは反転可能であるが、

ARの推計値に１．０や－１．００が含まれており、定常

性に問題があることが示唆されている２１）。

表５．１０ AR�１モデルの推定
Dependent Variable: D（IMPNUMBER，０，１２）

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９９３:０１ １９９８:０３

Included observations :６３after adjusting endpoints

Convergence achieved after７iterations

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

D（IIP，０，１２）

D（ZAIKORI，０，１２）

D（JILTUKOU，０，１２）

D（YENDOLL，０，１２）

D（SOUTAI，０，１２）

AR（１）

４．３７８１２８

１．３８３８５５

－０．０１８９１３

－０．５２５７０７

－０．３５１１３０

－６４．８７９４８

０．２１９３９３

０．７０４８１１

０．２６００３９

０．１３３５５８

０．１３５７０８

０．１０５３６３

２１．３０７２６

０．１４２３１５

６．２１１７８０

５．３２１７２６

－０．１４１６１０

－３．８７３８２１

－３．３３２５５９

－３．０４４９４７

１．５４１６０２

０．００００

０．００００

０．８８７９

０．０００３

０．００１５

０．００３５

０．１２８８

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．６５３６９０

０．６１６５８６

３．７５６７３３

７９０．３３０３

－１６９．０６６６

１．９７３９３４

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．１７７７７８

６．０６７０３０

５．５８９４１５

５．８２７５４１

１７．６１７５０

０．００００００

Inverted AR Roots ．２２

２１） ARMAを推定するのに色々な問題があるが一つは識別問題（indentification probem）である。この例では誤差項の過程は
et＝ρ et－１＋ut＋θ ut－１となり、ρ＝－θであればこの過程とet＝utを識別することができない。推定結果をみると
ρ＝－θが成り立たないか、その状態に近いことがうかがわれる。
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